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2D01 研究者に対するマネジメント 教育の取り組み 

0 仙石慎太郎 ( 東大薬学 ) 

1. はじめに 

産業界における 研究開発 は及 D) 生産性の向上努力、 大学・国公立研究機関における 研究プロジェクトの 天親 

模 化、 産学連携や研究シーズ 事業化の加速などといった 環境変化により、 R 及 D の経営・管理 ( マネジメント ) の能 

力がかつてなく 重視されている。 とりわけ研究の 実務を熟知しつつマネジメントの 素養と知識を 有する人材の 重要 

性 が声高に叫ばれているが、 高等専門教育の 府であ る大学・大学院では サ イェン ス の研究教育に 非常に熱心に 

取り組む一方、 マネジメント 教育については 体系的な教育を 受ける機会が 非常に乏しく、 産業界・社会ひいては 大 

学内においても 人材ニーズ と のギャップが 深刻になりっ っ あ る。 未発表ではこの 課題認識を踏まえ、 医薬・ライフサ 

イェンス領域の R 及 D マネジメント 教育における 課題を整理し、 当 研究科および 当 教室が本領域において 実践して 

いる取り組みについて 紹介したい。 

2. 木 取り組みの背景 

日本が過去十余年に 及ぶ停滞から 名実ともに脱し、 かっ知的立国として 将来に 亘り 持続的な発展を 遂げるとい 

ラビジョンの 中で、 医薬・ライフサイエンスとその 関連産業の活性化に 活路を見出そうとの 認識が高まりつつあ る。 そ 

の一方で、 本産業領域は 近年の技術革新に 伴いグローバル 規模の織 烈 な競争が激化の 一途を辿っており、 日本 

は本分野の R 及 D の世界的拠点として 持続的に貢献できるかどうかの 岐路に立たされている。 このような状況のな 

か、 本分野に関係する 大学・大学院は、 従来型の学術研究教育活動と 平行して、 「 学 」における研究成果を「 産 」 

及び「 官 」と連携して 迅速に発展させていく 持続的な仕組みを 整備・構築する 必要があ る。 我が国ではこれまで 有 

力大学の多くが 国立大学であ ったという制約もあ り、 このような目的指向型の 産官学連携を 実施できる状況には 至 

らなかった。 しかしながら 一昨年の独立行政法人化に 伴い、 本学を含む多くの 大学・大学院では 大学の新しい 役 

割についての 議論、 新たな取り組みが 盛んになりつつあ る。 

それでは、 具体的にはどのような 人材育成ニーズがあ り、 何が課題となっているのか。 医薬・ライフサイェンス 領 

域における傾向を、 産 ( 産業界 ) のニーズ、 官 ( 行政・国公立機関 ) のニーズ、 及び 学 ( 大学・学生 ) のニーズの 3 つ 

に 整理して考えてみたい。 

(1) 産のニーズ : 製薬企業に代表される 医薬品メーカ 一においては、 R 及 D 戦略や製品戦略を 立案・実行できる 

人材がおしなべて 不足している。 これらの人材には R 及 D の現場業務を 詳細に把握する 一方で、 会社の仕組みと 

経営の方向性を 理解し、 局所と大局の 両方の見地から R 及 D のビジョンと 戦略を雄弁に 語る能力が求められる。 

(2) 官のニーズ : 傾向は Wl) と 同様であ ろう。 行政の現場においては 公的資金を適切に 配分し管理するプロバラ 

ム ，マネジャー、 官公庁・大学・ 国公立研究機関の 産官学連携マネジャー、 各部局における 研究企画・運営スタッ 

フの数・質の 不十分が指摘されている。 

(3) 学生のニーズ : 昨今は文理融合教育 や キャリアパスの 多角化が盛んに 喧伝され多くの 取り組みが行なわれ 

つつあ るが、 多くの場合は 教養教育のレベルに 留まるか、 あ るいは多岐に 亘る 教育メニュ一の 一方的な提供に 留 
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まっているようであ り、 体系的なマネジメント 教育の機会は 依然として乏しい。 

これらの人材ニーズに 共通する背景要因のひとつは、 学生個々人のミッションやビジョンを 尊重しつつ、 産業界・ 

社会の動向とニーズを 十分に汲み取り、 統合的な視点からキャリア・デザインを 行かうためのインフラが 大学に欠如 

していることにあ る。 また、 自身のキャリアパスを 見据えた ぅ えで専門性を 発展・拡大させるための「武器」を 獲得して 

いくと レづ 、 目的指向型の 取り組み努力を 大学が十分に 支援できていないこともあ ろう。 この問題は必ずしも 医薬・ 

ライフサイェンス 領域に限ったものではないが、 産業構造の上で 産官学が密に 連携していること、 サイェンス、 テク 

ノロジーから 医療倫理などアートに 至る様々なものの 考え方・価値観が 交錯していることから、 上述の課題がとりわ 

け 顕在化してきていると 考えられる   

3. 取り組みの 机要 

本学薬学系研究科・ 薬学部は医薬・ライフサイェンス 領域の基礎科学研究の 推進役として 学術研究や研究者 

養成を通じて 社会貢献をしてきた。 加えて、 国際競争力のあ る知識基盤社会の 構築を目指して、 社会薬学系の 講 

座を 2 ㏄ 0 年より順次開設し、 経済学、 評価科学、 情報学および 経営学の 4 教室を擁している。 現在はこれらの 新 

講座と既存の 専攻との有機的な 運用を心掛けることで、 自然・社会及び 人文社会科学領域のバランスの 取れた 教 

育 、 また社会人特別選抜制度や 大学院研究生制度による 学覚人材の獲得を 通じた人材交流を 促進しつつあ る。 

上記の体制のうち 経営学を担当する 我々ファー マコ ビジネス・イノベーション 教室の本分は、 大学の本分であ る 

イノベーションを 活性化し、 研究成果を社会還元 し 優秀な人材を 持続的に育成するための 基盤を整備することに 

あ る。 この目的を幅広に 実現するために、 以下の 3 分野を重点的に 推進している。 

(1) 羊屋連携の推進 : 産業界・社会および 大学双方にとって 実りあ る価値を創造するための 単産連携の「 新 Ⅱ、 

仕組み」を開発・ 提案していく。 

(2) クロスオーバ 一の人材養成 : 医薬・医療の 専門知識を持っている 人材にマネジメント や IT などの 他 分野の専 

円教育と研究の 機会を提供し、 機動性に富んだクロスオーバ 一型人材を育成する。 

(3) 大学の発明発見の 事業化 : 研究シーズの 事業化要件、 KFS(keysuc ㏄ ss 俺 ㏄Ⅰ ) を抽出し提供するとともに、 

ハン ズ   オン支援を通じて 事業化に向けた 実質的なサポートを 行な う 。 

本 教室は大学院研究室としての 基本的な体制を 擁しっ っ も、 「経営の現場」であ る産業界との 相互連携をとりわ 

け 重視している。 事実、 本教室の学生は 社会人特別選抜による 大学院生および 研究生が主体であ り、 殆どの例に 

おいて実業との 兼業のもとで 学生活動に携わっている。 また通常の講義に 加えて公開講座を 積極的に運営し、 受 

講 生を広く産業界に 募ることに腐心している。 教員も、 サイェンス分野のバックバラウンドを 有しつつもあ らゆるビジ 

ネスの現場で 一定の経験を 積んだ者で構成されており、 他所でべンチヤ 一 キャピタリスト、 ベンチャ一企業経営者、 

公的研究機関マネジャー、 産業再生マネジャー、 弁護士、 コンサルタント 等を兼務している。 このような兼業は 客員 

教員及び非常勤教員の 自由度に基づくものであ るが、 マネジメント 教育の内容を 実質化し、 いわゆる空理空論に 

陥るのを回避するのに 極めて重要であ る。 

4. 取り組みの方針 

以下、 我々のマネジメント 教育に関する 取り組みを具体的に 解説していきたい。 現在は以下の 3 点をマネジメント 

教育の重要要素と 位置づけ、 学内の研究教育プラットフォームを 通じた人材育成を 行っている。 

(1) 問題解決力 め 育成 : 問題解決それ 自体は日々の 諸活動において 極めて普遍的に 行なわれている 行為であ 
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るが、 迅速かっ確度の 高い意思決定を 旨とするマネジメントに 携わるためには、 体系的な問題解決手法 

(pr ぬ lem-solv 田 gme ぬ ㏄ ) を一度は修得することが 必要であ る。 当 教室では世界的経営 ゴノ サルティンバ・ファーム 

における問題解決手法を 導入し、 「 MECE 」、 「 20:80 」、 「仮説思考」といったアプローチを 日々の活動の 中で徹底し、 

定着を図っている。 

(2) マネジメントの 基礎知識の酒 養 : 多くの研究者は 高等教育の諸課程において、 ごく基本的な 経営学的知識で 

すら体系的に 提供されていない。 このような状況を 鑑み、 当 教室ではいわゆる 欧米型ビジネススクールをモデル と 

した簡易 版 の一般経営学教育を、 ゼミナールや 研究会などの 場を通じて実践している。 同時に、 医薬学部所属 と 

い う 地の利を最大限に 活かし、 ケーススタディ 一などの演習では 実際の医薬・ライフサイェンス 領域の課題を 意図 

的に取り上げることで、 教育内容が無味乾燥な 一般論に陥ることを 防いでいる。 

(3) 実践機会の提供 : 経営学は実学であ るの え 、 マネジメントを 実際に行な う 、 あ るいは実際に 行がめないまでも 

肌で体感できる 場の提供が肝要であ る。 また実社会におけるプラクティスを 通じて自身のキャリア・デザインをより 広 

鈍 かっ具体的に 行な う ことが可能となる。 本 教室ではパートナ 一企業との共同研究などを 通じ、 大企業のトップマ 

ネジメントや 経営幹部との 交流機会の確保に 努めている。 実践の場としては、 パートナ一企業における 0 Ⅱ機会を 

用意し、 希望する学生に 提供している。 

5. 取り組みの具体例 

上述の取り組みを 実現するために、 当 研究室は各種の 研究教育プラットフォームを 用意し提供している。 まず 研 

究 プロバラムに 関しては、 マネジメントに 関する基礎知識の 酒 養 、 および実践機会の 提供を念頭に 置き、 関連領域 

において研究テーマを 設定している。 現在は、 以下の 4 領域において 精力的に研究活動を 行なっている : 

(1) 日本の医薬品・ライフサイエンス 産業研究 : グローバル経営環境変化と 産業構造再編成、 企業買収・合併の 

研究、 創薬研究・臨床試験における 経営課題の研究など 

(2) 日本のへルスケア 産業研 苑 医療機関、 医療関連サービス 産業の経営課題の 研究、 予防医療、 健康産業の 

研究など 

(3) ライフサイェンス、 ヘルスケア領域における 産学連携と新産業創生の 研究     ベンチャ一企業、 起業の研究、 

ベンチャーキャピタル・ TLO の役割、 産官学連携の 仕組みづくりの 研究など 

(4) ライフサイェンス、 ヘルスケア領域の 経営人材開発、 養成の研究 : 企業経営、 投資活動の実務体験・ OJT プ 

ログラムの開発・ 実施、 医療機関の経営、 実務体験・ OJT プロバラムの 開発・実施など   

講義・実習プロバラムとしては、 薬学・医学・ 医療等の専門領域の 教育を受けた 学生、 研究生、 職員及び一般社 

会人を対象にマネジメントの 理論と実践の 機会を提供している。 同時に 、 知の連鎖のメカニズム 構築の一環として、 

異 分野間の人材交流の 場を積極的に 提供している。 

(1) 講義 : 通常の学部・ 大学院講義のほか、 「医療経営学概論」 (vs.( 、 cs 学 系研究科との 連携 ) などの公開講座を 企 

画 ・運営している。 分野としては、 経営学一般 ( 経営戦略、 会計・財務、 人材マネジメント、 マーケティンバ、 R 及 D マ 

ネジメント等 ) のほか、 医療関連産業論 (E 薬品産業、 ヘルスケア産業、 医療機関、 企業買収等 ) 、 産学連携・知的 

財産・ベンチャービジネス 論、 企業倫理・生命・ E 療 倫理、 関連省庁の規制・ 行政・政策各論など 多岐に 亘る テー 

マを目的指向型で 提供している。 

(2) 実習 : ゼミナール形式の 教育機会を設け、 座学やケーススタディーを 通じて基礎知識スキルの 育成を行なっ 

ている。 学覚との連携としては、 製薬企業・医療機関の 実務研修への 参加、 コンサルテインバ・ファームとの 協業、 
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ベンチャービジネス、 ベンチャーキャピタル、 特許業務への 参加などの実務機会を 提供している。 また本学の薬学 

系・ E 学 系大学院の研究成果を 実際に商業化・ 事業化するなど、 いわゆるべンチャービジネスを 立ち上げるような 

実習も計画している。 

6. 縫わりに 

以上、 当研究科および 教室の取り組みについて 概略を紹介してきた。 重要なのは、 医薬・ライフサイエンス 領域 

の 自然科学と、 医療・ヘルスケア 産業における 人文・社会科学についてニーズに 応じた教育機会がバランスよく 提 

供されることであ り、 本領域における 高い専門性とミドル / 、 シニアマネジャーレベルのマネジメント 能力を併せ持つ 研 

先人材を多数輩出することに 尽きるといえる。 我々の取り組みは 未 だ道半ばであ り多くの課題が 山積しているが、 

有能な人材が 科学技術推進の 旗手として社会の 各方面で優れたリーダーシップを 発揮し、 責任感、 自負、 気概 と 

意欲に満ち溢れて 科学技術創造立国の 中核を担 う ことを期待してやまない。 
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